
都市環境と地球環境の共生を求めて
��開発と環境保全の相克から共生へ��

田 中 啓 一

� 環境と経済の相克と共生の理念

�環境の世紀�� �アジアの世紀�� �都市化の世
紀� といわれる 21世紀は� 多難と激動の中でス
タ�トした� 1990年代後半には世界経済を名実

ともにリ�ドしてきたアメリカ経済も 21世紀に

はいると成長率に限界が見られるようになった�
その最中の 9月 11日の同時多発テロ �Terror-

ism attack� が発生し� 世界の平和と安寧が一瞬
にして消失してしまった�
それとともに世界経済全体のリセッションの懸

念が現実化しつつある� アメリカ経済は世界経済
の 25�前後を占め続ける一方で� その 14�前後
を占める日本経済は 10年以上にわたって不況か

ら脱出できないでいる� この 2国だけで� 戦後の
半世紀以上にわたって� 世界経済の 4割以上を占

めつづけてきた� この 2巨大経済圏がデフレ�
ションに突入したならば� 人類は豊かさとはほど
遠い状況にならざるを得ない� その影響は人類の
多くを占めるアフリカやアジアなどの発展途上国

の人	の日常生活を直撃することになりかねな
い� このことは� 生活防衛のために地球全般のこ
とや将来のことは軽視されがちとなる�
それによって地球環境が悪化していくことは避

けられない� 厳しい状況になればなるほど� 企業
のみならず自国の利益のために環境と開発の有形

無形の対立が拡大していくことになる� 限界値を
超えた経済開発が環境を破壊していくことは必至

である�

これらのことはわが国の高度成長期に� 企業が
利益の追求を第一義とするあまり� 環境コストの
内部化をはからなかったために� イタイイタイ
病� 水俣病� 四日市公害などをはじめとした数多
くの公害を発生させてきたことは� いまだに記憶
に新しい� われわれは日本経済発展の犠牲となっ
た被害者のことを忘れてはならない� このような
経済発展と環境保全との共生の失敗の教訓は� 他
の国	で繰り返すことがあってはならない� それ
だけに日本に課せられた責務は重大である�
経済開発と環境保全との相克が明確になる地域

は� アジアである� なかでも中国と韓国� とりわ
け中国の経済発展と地球環境との共生のあり方は

世界で最も注視されるところであろう� 人類が豊
かさを求めつつ環境を守り� �持続可能な社会�を
構築していくためのモデルケ�スとして中国の経
済発展を目途とした開発政策と環境との共生は単

に中国の国内問題にとどまらず� 隣国としての日
本でもあらゆる面で大きな影響を受けることにな

る� この視点からだけでも� 日本は中国をはじめ
とするアジア諸国の国	に対し� 経済開発と環境
保全とが共生できることを� ODAを中心とした

経済支援とともに� 環境技術の積極的な移転が求
められている� �環境に国境なし� の現実面から
も� 対外支援の最重点政策とすべきであろう�

� 21世紀は環境と経済開発との共生の世紀

人類をはじめとする数多くの生物が生まれ育っ

てきたこのかけがえのない地球が� 人間の豊かさ
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を求めつづけるエゴと傲慢さのために� ここ数百
年の間に急速に病んでいる�

21世紀の初頭には世界の人口は� 61億人を超

えた �国連調べ�� 石器を使用し� 直立姿勢をとっ
ていた人類の祖先として位置付けられているアウ

ストラロピテクス �猿人� がこの地球上に出現し
たのは� 400�150万年前とされているが� この
時代には長い間� 年平均増加率はほとんど 0�で
あった� キリスト生誕の時代には� 世界の人口は
せいぜい 2�3億人であったと推定されている�
それが急速に増大してきたのは 18世紀の産業革

命以後のことである�
18世紀にイギリスを中心にはじまった産業革

命は同時に農業革命� 運輸通信革命を伴って起き
たとされている1�� 産業革命によって生活水準が
急速に拡大し� 農業技術の革新によって食糧生産
は拡大し� 農耕経済から工業経済へと移行し� さ
らに運輸通信革命によって� しばしば飢饉に見舞
われていた地域に緊急用の食糧を輸送できる体制

が整い� 死亡率が低下�安定した� 出生率は 0.3

�0.4�とすでに高かったので� その差が人口の
急増をもたらした� と分析されている �以上� 河
野論文��
さらに� このような傾向は� 20世紀後半の 50

年間に一段と加速化された� 1950年の世界人口

は 25億人であったので� わずか半世紀の間に 36

億人と� ほぼ 5割も増えたのである� しかも最近
の 1995年から 1999年の間には年間平均でドイ

ツの総人口に匹敵する 8�000万人の人口増が

あった� このような趨勢は 21世紀に入っても基

調的な変化は見られない� しかも先進国のほとん
どの国で少子�高齢化の一段の加速化によって�
人口が急減していく傾向がますます顕著になって

きている� その一方で� アフリカ諸国では飢饉と
局地戦争の不安の中でも� 年間 3�にも及ぶ高い
人口増加率などの要因によって� 50年後には 90

億人� そして 22世紀初頭には 100�120億人に

達するものと推定されている �国連推計��
しかも留意すべきことは� これらの多くの人�
が都市に住むことを求め� 都市が増大するととも
に巨大化していくことである�アジア�アフリカ�
南米を中心にして� 人口 500万人以上の 	巨大都
市
 が倍増していくことになる� これらの大都市
を中心にして� 石油などの化石燃料の消費量は�
生産� 消費� 移動などを通して急増していくこと
は必至である�
これらによって 21世紀には� 既存のエネル

ギ�源はほとんど費消されてしまい� 二酸化炭素
�Carbon dioxide, CO2� の濃度はますます増大
し� 地球温暖化� 酸性雨� 砂漠化を促進させ� 地
球スケ�ルで環境に悪影響をもたらすことにな
る2�� まさに� 今世紀はわれわれ人類の英知で地
球を守り� 未来永劫にあらゆる生物が生き延びる
ことのできる 	青い緑の地球
 を維持できるか否
かの岐路となる世紀でもある�
この命運を握っているのが 	都市
 であり� 都
市の環境をどのようにして維持� 改善� 向上させ
て地球環境と共生していくことができるかが� 人
類最大の課題となる世紀でもある�
先進国の都市では� これまである程度の環境保
全政策と成長抑制政策が採られてきており� 一応
の成果をあげてきている� しかし� アジア� とり
わけ中国の重慶� 北京� 上海� あるいはインドの
ボンベイ� カルカッタ� さらにはメキシコシティ
などの大都市は経済� 産業の集積が進み� 農村か
ら大量の人�を依然として吸収している� しか
し� 彼我の所得格差の増大により� 都市への流入
人口の急増がますます顕著になってきており� 住
環境をはじめとする都市環境を急速に悪化させて

いる�それだけに� 21世紀は都市と農村のあり方

が問われる世紀でもある3��

1� 河野稠果 �世界の人口 �第 2版�
 東京大学出版会�
2000年� 5ペ�ジ�

2� The ASAHI GLASS FOUNDATION, A Better Fu-

ture for the Planet Earth, 1997, pp. 35-43�
3� 竹内和彦�林良嗣 	巨大都市の成長と地球環境
 �地球
環境と巨大都市
 岩波書店� 1998年� 15�16ペ�ジ�
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このように考えると� この地球に存在する 200

余の世界の国��地域の 61億人の人�があらゆ
る面で持続可能な社会を求めて� 都市環境を重視
する政策を採り続けることによって� はじめて地
球を救うことができうる�

� 開発と環境保全のキ�ワ�ド �都市�

21世紀は前述のように �環境の世紀�� �都市の
世紀� あるいは �アジアの世紀� など� いろいろ
な視点からこの 100年が問われている�いずれの
指摘も人類の生存� 発展にとって厳しい世紀であ
るとの共通認識を有している�
わが国は� 20世紀において数度にわたる悲惨

な戦禍を経験しながらも� 後半の 50年で経済的

には世界にまれに見る程の経済成長を遂げること

ができた� 第 2次大戦直後の核被爆国としての混

乱した当時の状況から日本人の英知と努力� さら
に世界から外部経済メリットを享受することに

よって� 20世紀末には世界経済の 15�前後の
シェアを占める �経済大国�� �資産 �ストック	
大国� となった4	�
しかし� 1980年代の後半に史上まれに見るス

ケ
ルのバブルが発生し� 1990年代前半にはそ

れが終焉した� 政府は異常なバブルを発生させる
という経済政策の失敗に加えて� 深刻なデフレを
10年余りにわたって続けさせるという相次ぐ失

政が重なり� 先行き不透明のなかで新世紀を迎え
た�
バブル崩壊以後の日本経済�社会はその後遺症
に苦しみ続けている� バブルの期間よりもデフレ
期間の方が異常に長いのは政策の失敗である� こ
のことは� 20世紀にまれに見る経済成長を遂げ

ることができた日本特有の政治�経済�社会シス
テムが対応できなくなったことを意味し� 今や新
世紀の変革にふさわしい新たなシステムの構築が

求められている�
新世紀のスタ
トにあたり� 問われているもの
は前世紀からの負 �マイナス	 の資産を早急に解
消� 解決するとともに� 資源� エネルギ
の制約
下にあって地球環境を守りながら� 人類が求めて
いる発展に寄与できるソフト�ハ
ド両面にわた
るシステムの構築である� しかも� これらの多く
が �都市� と密接不可分な関係にある� 日本経済
の再生のキ
ワ
ドが �都市� であることを再認
識すべきであろう�
日本の人口の過半数が �都市� に住んでいる�
これは前世紀において� いわゆる �都市化� が急
速に進行した結果である� 21世紀でも国際化�少
子�高齢化と同様に� さらにその傾向を強めてい
くことは必至であろう� 2010年頃をピ
クにし
て日本の人口減少は避けられないと予測されてい

るなかでの都市人口の増大である5	�
少子�高齢化社会の到来のなかでの都市人口の
増大は� 先進国に共通する現象でもある� 他方�
途上国では 21世紀も人口の増大が必至である

が� 豊かさを求めて都市に住む人は先進国以上の
比率で急増していくだろう� 地球人口の大半が都
市に住むようになる今世紀である� そこに環境�
食糧� 住宅問題など多くの解決すべき課題が発生
することになる� この点からも� 日本の都市問題
への的確な対応と解決は� 同様な課題に苦慮する
多くの国�に貴重な示唆を与えることができるは
ずである� この視点からも� わが国の都市問題と
経済再生と環境との共生の解決手法は� 世界から
も注目されるところである�

� 国際競争下での東京

その国のレベルを端的に表しているのが都市で

あり� とりわけ �首都� などの大都市である� 首
都に一国の政治� 経済� 文化� 社会などが集約さ

4	 田中啓一 �ストック経済化と資産課税� 一河秀洋� 吉
牟田勲� 田中啓一� 米原淳七朗編 �資産政策と資産課税�
有斐閣� 1998年� 117
120ペ
ジ�

5	 河野稠果 �世界人口の将来� �学術の動向� 日本学術会
議� 第 3巻 第 1号 �通 巻 第 22号	� 1998年 1月� 41

ペ
ジ�
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れ� その国のシンボル都市であることから必然の
帰結である� 日本経済の生産� 消費の多くのシェ
アを占める東京をはじめとして幾多の課題を抱え

る都市問題を解決していくことが日本経済再生の

キ�ワ�ドとなる� 都市問題の解決の成否が日本
経済再生の命運を握っているといってもよい�
しかし� 日本の都市の生活環境� ビジネス環境
に対する国際的評価はバブル崩壊が顕著になった

1993年以降� 年�低下を続けており� 首都であ
る �東京� の魅力についての評価� 実態等にも厳
しいものがある�
わが国の競争力の世界順位はバブル時の 1990

�1992年時では 1位であったが� その後は下降
の一途をたどり� 1997年には 9位になっている�
さらに� デフレの深化により 2000年時点では�
23位になっているとの指摘もある� これを反映
して� 都市別国際会議開催数は 1997年では� 東
京が 25位の 64件に過ぎず� 1位のパリ �249

件	� 2位のロンドン �205件	 よりもはるかに少
なく� 22位のソウル �70件	よりも低い �UAIレ

ポ�トより	� このまま推移すれば� 2008年にオ

リンピック開催が決まった北京よりも低位になり

かねない�
東京は� 国際比較からいっても魅力が乏しいと
されているが� ここで働き� 住む人�にとっても
利便性の高い都市ではない� 職住近接は都市で働
き� 生活する者にとっては望ましいスタイルであ
り� 環境保全� エネルギ�の制約などからも住環
境の充実ともに促進されるべきである�
このことは昼夜間人口の格差が少ないほど� 望
ましいことになる� 世界の主要都市の夜間人口を
見ると� ニュ�ヨ�クやパリの都心部は東京より
もかなり人口密度が高く� 東京の 3倍前後となっ

ており� 都心部にも厚い人口集積がある� コンパ
クトシティ化が大都市でも実現されているのだ�
ところが� 外周部を比較すると� 東京が最も高密
度な土地利用となっている� 人口空洞化につい
て� 1995年の昼夜間人口比率では� 都心 10区の

昼間人口は 566万人であるのに対し�夜間人口は

185万人にすぎず� その比率は 3.05倍になって

いる� また� 都心部における職住比 �昼間就業人
口の夜間人口に対する割合	 はニュ�ヨ�ク市の
マンハッタンが 1.41 �1998年	� パリ市が 0.76

�1996年	 であるのに対し� 都心 10区は 2.36

�1995年	 と高い� 東京は他の国際的大都市との
競争上� 職と住とがアンバランスである点で利便
性や魅力に欠けている6	� また� 職住遠隔化につ
いて� 1995年の通勤
通学時間は都心 3区への

平均時間で 71分と 10年前よりも 4分増加して

いる� また� 都心 3区への通勤
通学者の 66.9�
は 1時間以上となっている� このような現実は�
環境� エネルギ�からも都市への負荷を増大させ
ており� 望ましい都市像から程遠い状況下にあ
り� 21世紀の命運を握る経済のソフト化�サ�ビ
ス化からも多くの課題が残る�
また� 職住バランスの視点から� 昼間就業人口
と夜間人口の比を見ると� 東京都心 3区において

8倍強と極端にアンバランスになっている� 中心
8区レベルにおいてもロンドン� パリの都心部を
上回っている �図表-1	�

このことは� 社会資本 �インフラ	 整備が進ん
でいる都心の土地を有効利用していないことを意

味している� とりわけ東京� 千代田区は皇居もあ
り� 大学も多く� 自然環境や交通の利便性に最も
恵まれていながら� 昼夜間人口比は 20倍以上も

6	 東京都 �東京都住宅政策審議会答申� 2001年 5月�

図表 1 職住比の比較

資料 �国土庁 
土地白書� 1998年�
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ある� 世界で最も有効利用がなされていないテリ
トリ�といってもよい�
もっとも� 21世紀に入ると�バブル崩壊による
東京の地価下落により� 東京集中が再び顕著に
なってきた� 2001年 3月末時点の日本の総人口

は 1億 2�628万 4�805人と� 前年に比べて 21万

3�500人� 率にして 0.169�増加した �総務省調
べ��人口の動きを見ると�東京都の伸びが際立っ
ており� 人口増加数は全国の 1/3の 7万 6千人

と最多であり� とくに転入者数と転出者数の差で
ある社会増加は 5万 9千人であった�

1996年までは東京の人口は減っていたが�
1997年から続いている今回の人口増は戦後 3回

目の東京集中となる� 東京への都心回帰は地価と
住宅価格の下落で� 都心居住の人気が高まってい
ることが背景にある� この原動力となっているの
が� 人気の高い超高層の大型マンションが都心部
に集中していることによる� 2000年度の 1年間

で首都圏の新規発売戸数は過去最高の 9万 6千

戸であった� これは郊外の戸建て住宅でロ�ンを
完済した中高年層が都心に回帰していることによ

る �不動産経済研究所��
このような都心回帰の傾向は近年� 地方中核都
市にも見られるようになった� 現役をリタイアし
て郊外に住む高齢者層が一戸建てを処分して� 病
院や買物施設などが周辺にある都心のマンション

に利便性を求めて移住してきている� 地方都市も
地価の下落が激しいことと� 中心市街地の空洞化
への対応が背景にある�
いずれにせよ� 東京は他の国際都市と比較する
と� 空港へのアプロ�チをはじめとして� 魅力の
ある都市とはいえない� 東京の面積は広くないこ
とは事実であるが� それにもかかわらず最有効利
用には程遠い状況下にある�
東京には� 下町地区の東京湾に隣接する地区や

JR山手線の外周部や中央線の沿線一帯を中心と

して� 老朽化した戸建て住宅や木造賃貸アパ�ト
が密集する地域が広範に分布している� その面積
は 2万 4千 haに達し� 東京都の 4割前後の約

210万世帯� 450万人が居住している7�� この木
造住宅密集地域では� 防災や住環境の面で問題が
あり� 一度大震災が起これば� 阪神淡路大震災を
しのぐ多くの貴重な人命と財産を失うことにな

る�
また� バブル崩壊は� 東京の都市的魅力や土地
利用に深い傷跡を残した� 不良債権の対象となっ
た土地やリストラ用地をはじめとして� 産業構造
の転換等による臨海部をはじめとした工場等の移

転跡地や� バブル崩壊により利用されないままに
残された都心部等の虫食い状態の空き地など� 多
量の低�未利用地が発生している� これに対し
て� �財�民間都市開発推進機構や都市基盤整備公
団によって土地利用の活性化が図られているが�
予算や人的資源に限界がある8��
さらに� 高度経済成長期には郊外に拡散して

いった都市形成が� いまや負の資産となりつつあ
る� 戦後の市街地の無秩序な外延 �スプロ�ル�
化の中で� 狭い道路幅� 違法すれすれの住宅の建
て詰まりや不十分な社会資本整備や都市施設の未

整備などが顕在化し� 防災や住環境の面で未解決
の課題が残っている� また� 多摩ニュ�タウン�
千里ニュ�タウンなどの大規模団地などでは� 建
物とともに居住者の高齢化が一斉に進行してお

り� 建替えの困難さとともに� 地域経済の活力の
低下が懸念されている�
このように� 日本を代表する大都市である東京
にあっても解決すべき課題はあまりにも多い� こ
れに早急に対応し� 解決しなければ日本の未来は
ない� この 10年間の東京の経済成長率は� 低成
長にあえぐ日本経済の平均成長率よりも低い� 本
来ならば� 一国の経済力をリ�ドしていくべき役
割を担う東京の経済力がこのような状況にあるこ

とが日本経済が再生できないでいる最大の原因で

7� 同上� 7ペ�ジ�
8� �社� 日本不動産学会編 �会長 田中啓一� �高度情報都
市における不動産の開発と流通から見た都市開発推進の

方策に関する研究	 �財� 民間都市開発推進機構� 1999

年 3月� 121
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ある� 東京の経済力には日本経済の �一割経済�
以上の責務があることに留意する必要がある� ま
た� それとともに� 東京をとおした日本経済の再
生には� 環境と都市再生との調和と共生が可能で
あることを世界に示していくことが求められてい

る�

� 都市再生による日本経済の活性策

�1� 都市再生の具体的施策
あまりにも長い深刻なデフレによって� 日本人
の多くが閉塞状況にある9�� この 10年余で 10人

の首相が変わらざるを得ないという� 異常な 20

世紀末であった� これを打破することの期待を込
めた 21世紀最初の参議院選挙が 2001年 7月に

行われた� 小泉首相は� 国民の圧倒的支持を得て
日本経済再生のためのプロジェクトを相次いで打

ち出してきている� その中心となっているのが�
聖域なき規制改革であり� なかでも�医療� �福
祉�保険� �人材 �労働�� �教育� �環境� そし
て�都市再生� の 6分野を規制改革の重点検討課

題と規定している� しかし� 公表後は� 経済の先
行指標ともいうべき株価のいっそうの下落が暗示

しているように� 安易な未来ではないことだけは
確かである� その中にあって� 都市再生は経済効
果の即効性や Cost �費用� 対 Benefit �便益� か
らも� 日本経済に再び活力をもたらすものと期待
されている�
ここで� �都市再生� とは� 1990年以降の低迷

している日本経済を再生するために� 日本経済の
太宗の経済活動が行なわれ� わが国の活力の源泉
でもある �都市� について� その魅力と国際競争
力を高めて� その再生を実現することが必要であ
る� このためには� 民間による都市への投資など
民間の力 �資金� ノウハウ� を都市に振り向ける
ことが決め手になる� と定義づけている �内閣官
房都市再生本部�� これを机上の空論に終わらせ

ないためには� 具体的な施策の実行以外にない�
都市再生本部が 2001年時点で提言する主要な施

策としては以下のものがある�
1� 不動産市場の透明性の確保
�不動産関連情報の開示��不動産鑑定手法の
見直し� �透明かつ公平な媒介契約のあり方の検
討� �借家制度のさらなる改善� �現行短期賃貸
借制度の廃止� �地籍調査の積極的推進

2� 都市に係る各種制度の見直し
�集団規定の性能規定化の検討��容積率に係
る制度の合理化� �多様な主体がまちづくりに参
画できる仕組みの導入� �合意形成ル�ルの明確
化等による市街地再開発事業等の迅速化� �市街
地再開発事業の施行区域要件の見直し� �公共用
地取得の積極的推進� �指導要綱行政の見直し�
�道路占有�使用許可の運用改善の検討� 	ピ�
クロ�ドプライシング導入による交通渋滞� 通勤
混雑の緩和

3� マンション建替えの円滑化
�区分所有法の建替え要件の見直し� �再建築
物への権利の円滑な移行のための制度導入等によ

る建替えの円滑化� �既存不適格マンションの建
替えの円滑化

4� 中古住宅市場の整備
�中古住宅の検査制度� 性能表示制度の整備�

�マンションの維持管理等に係る履歴情報の第三
者機関への登録

�2� 提言に対する評価
これらの提言 �具体的施策� は� その名のとお
り提言内容が具体的であり� 閉塞状況からの脱出
を図りたいという意欲が十分に感じられることは

評価できる� しかし� 同時にこれまでの提言と同
様に総花的であり� そのほとんどがこれまでにや
ればできた施策が多い� それだけに� 何故ここま
で放置してきたのかという批判を拭い去ることが

できない� また� その内容が �検討を行なうべき
である�� �促進するべきである�� �講ずるべきで
ある� など� �	すべきである� が列挙されている

9� 田中啓一編 
都市環境整備論� 有斐閣� 2001年� 67
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が� その期限 �タイムスケジュ�ル� については
ほとんど明確な指摘がない� 一日も早い日本経済
の回復を図らなければならないにもかかわらず�
提言 �Plan� だけで終わってしまう懸念も少なく
ない� 実行�実現 �Do� のためのスケジュ�ルを
明確にすべきである� 国民が望んでいることは�
�どのような方法で� �いつまでにそれを実現
し� �それによってどのような効果が得られるの
か� を明確かつ具体的に提示することである� そ
れによって国民が納得できたときに� 世界の投資
家たちも日本経済の先行きに明るい展望を見出し

て� �株価� で評価してくるだろう�
このような視点からは� その具体的な施策の実
行は “Time is money”である� しかも� �1	2

年以内に実現するもの� �3年以内に実現するも

の� �最長でも 5年以内に実現するもの� と区別
して財源と人材を一気に投入すべきである� 日本
財政は� 世界最悪の状況にあるが� 財政配分に留
意し� 期間を限定して都市に集中投資するだけの
財源はある� “Who pay, who receive”の見解か

らいっても� 今こそ都市に集中すべきである� そ
れによって� 民間のノウハウや技術力� 資金も投
下され� 公民あげての相乗効果が期待できる�
1990年代のアメリカ経済がインフレ経済下で

あったとはいえ� 深刻な不況から短期間に脱出し
た先例を見習うべきである�

�3� 提言の実現効果
これらの提言が実現されたときの効果が明確に

されていない� 日本経済が長期にわたって深刻な
不況に苦しんでいるのは� デフレの元凶である資
産対策� とりわけ �地価� 対策を意識的に避けて
きたことに起因していることを忘れてはならな

い�
日本経済は� バブル時にはアメリカの国民総資
産額をも凌駕するほどであった� これは� 日本の
国民総資産額 �ストック� が国内総生産 �GDP�
の 17倍もあることが背景にある� アメリカが 10

倍前後� EU諸国が 6	8倍であることと比較す

ると� 日本のストック �資産� 経済化が想像以上
に進んでいることが理解される� その原因は� 土
地資産額が先進国のそれよりもはるかに大きな比

重を占めていることに起因している� この土地資
産とそれに密接な関係のある株価の資産 �ストッ
ク� の異常な高騰によってバブルが発生し� それ
が極端にまで下落したために深刻なデフレを発生

させている� 国内総生産 �GDP� の伸びはほとん
ど見られなかったこの 10年余であるが� 国民総
資産は地価や株価の暴落にもかかわらず� 微増し
ている� これは金融資産が増大していることに
よって� 地価や株価の減少分をカバ�しているこ
とによる�
日本経済が回復しないのは� この地価と株価の
下落� とくに下げ止まりが見られない地価がデフ
レの原因となり� 不良債権の元凶となっているこ
とによる� 不良債権の解消なくして� 日本経済の
再生はあり得ない� 全国銀行ベ�スの不良債権
�リスク管理債権�は�過去 9年間 �2001年 3月�
に公的資金の投入を含めて約 72兆円を処理して

きた� しかし� デフレの進行によって� 2002年 1

月末では 36兆円と過去最高に達している� 不良
債権残高の 8割を建設� 不動産� 卸�小売� サ�
ビスの 4業種が占めている� この 4業種の不良債

権は 1997年春には 10兆円以下であった� しか
し� 1999年以降のさらなるデフレの進行によっ

て� 2000年 12月までに 19.2兆円が新たに発生

した� GDPデフレ�タ�が 1
マイナスになれ
ば� 5.6兆円の不良債権が発生するとの試算もあ

る �以上� 興銀調査部��
デフレが進行していては� 巨額の公的資金をい
くら投入しても� また銀行がいくら処理をしても
不良債権の残高は一向に減っていかない� まさに
“いたちごっこ ”の 10年であった�デフレの最大
の原因は資産� とりわけ土地資産の下落にある�
地価の下落を抑えない限り� 日本経済の再生はあ
り得ない� このため� 都市再生の最大の目的は地
価の下げ止まりにとどまらず� 適正な上昇率を容
認するシステムの構築にあるべきである� 地価や
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住宅� 株などの国民の貴重な資産が下がり続けて
いては� 健全な経済は期待すべくもない� また�
国民の貴重な資産である住宅資産がさらに下落し

ていては� リストラや失業の恐怖の中で GDPの

6割を占める個人消費に投入するゆとりはない�
もっとも� バブル時のように人為的に地価を上げ
るような政策を採るべきではないことはいうまで

もない� また� それが許されるような客観的状況
にもない� しかし� これらの具体的な施策の相乗
効果によって� 土地の有効利用と流動化が図ら
れ� 都市が活性化することによって� 適正な地価
上昇が生ずるならば� それを否定する根拠はな
い10�� 市場経済メカニズムの下では当然の帰結で
ある�
この具体的施策には �地価� については触れて

いない� 土地 �地価� 問題に触れることはタブ�
視されている枠内での提言である� 本音に踏み込
んでいないだけに� これまでの提言と同様に� そ
の政策効果に限界が見られる懸念も残る�

� 老朽化マンションの建替え��マイナスス
トックの解消��

�1� スラム化が進む老朽マンション
これまで有益であったシステムや建物などの

ハ�ドのものも� 21世紀には負の資産となって

いるものがある� それをリニュ�アルや� スク
ラップ アンド ビルドによって新世紀にふさわし

いものに転換� 改造していく必要がある�
この都市再生の具体的施策にも� �マンション

建替えの円滑化� が指摘されている� ここでは�
�区分所有法の建替え要件を 4/5以上の合意の

みにすることなどの建替えの円滑化� �再建築物
への権利の円滑な移行のための仕組み等を取り入

れた新たな建替え等の制度の取りまとめ� �総合
設計制度の積極的活用等による既存不適格マン

ションの建替えの円滑化� などの提言がある� い

ずれも円滑な建替えのためには必要不可欠であ

り� しかも�� �については期限を明記している
点は評価してよい�
しかし� 老朽化マンションには高齢者が多く住
んでおり� その建替えについては数の上だけの合
意形成では円滑にできないこともある� 高齢者の
合意形成を円滑に進めていくためには� リバ�ス
モ�ゲ�ジ�システムなどを導入することによっ
て補完していくことも必要である11�� また� バブ
ル時に膨大な抵当権が設定されており� それをど
のように解決し� 円滑に建替えができるのかとい
う手法についての指摘がない� 分譲マンションは
21世紀はじめには 400万戸� 人口の 1割近い

1�000万人以上の人	が住み� 今後も都心居住の
中核としての役割を担っていくことだろう� 20

世紀末には東京 23区のマンション化率は 22.2

に達しており� 区部によっては区民の過半が住ん
でいるところもある� このような傾向は� 単に大
都市だけでなく� 地方都市にあっても都市居住の
流れは変わらないだろう� さらに深刻かつ現実的
な課題となっているのが� 別荘地の管理の悪い老
朽化したマンションである� 住む人も少なく� 管
理費も未納が多く� 夜は無人に近く治安も悪い�
ついに 1戸 100万円以下となり� それでも買い
手がないケ�スも出てきている� 完全な �別荘ス
ラム� の出現である�
それにしても� 築 30年以上の老朽化したマン

ションが� 2010年には 100万戸前後となり�
年	増えていくのである� しかも� 耐震構造に多
くの問題を有する 1981年以前のマンションも

150万戸以上もある� 木造密集住宅とともに� 国
民の生命�財産を守り� 安全�安心なまちづくり
を行うという視点からも直ちに実行に移すべき重

要な課題である�

10� 田中啓一他 �日本経済の復活は都市再生で� 日本経済
新聞� 2002年 1月 8日付�

11� 田中正秀�熊田禎宣 �私的社会補償の拡充と安全�快
適な居住空間の確保�リバ�ス�モ�ゲ�ジシステムの
多様化によるネオ武蔵野方式の提言��� 日本不動産学会

平成 11年度秋季全国大会学術講演会�梗概集�� 第 15

号� 69�72ペ�ジ�
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�2� 人間長寿�住宅短命
日本の住宅の平均寿命は 26年と� アメリカの

45年� イギリスの 75年と比べるとあまりにも短

命である12�� 日本の住宅建築材料の多くは輸入に
依存している� しかも� 不法投機のうち建築廃材
が 9割以上を占めている� このことは貴重な資源
の無駄使いとともに� 環境の視点からも望ましく
ないことはいうまでもない�
これまでの慣行では� 築 30年を過ぎるとマン

ションは老朽化が目につくようになり� 建替えが
居住者の課題となる事例が多い� 千里ニュ�タウ
ンなどの建替え訴訟はすべて築 30年前後のもの

である� しかも� 築 30年以上のマンションは 20

世紀末には 13万戸あったが� 建替え事例はわず
か 3�500戸 �60棟� である� この平均生存年数は
30.2年であった13��
これからの住宅� マンション� ビルなどの建造
物は� 耐震構造� バリアフリ�システムで 100年

は持つものであって欲しい� 地球環境との共生の
視点からも実現すべき課題である�

�3� 100年住宅 �SI工法� の構築
100年住宅は技術的には十分に可能である�

100年の間には� 居住者の年齢や住み方も変化し
ていくことは必至であるので� その変化に対応で
きる居住空間が望ましい� そのためには� SI �ス
ケルトン�インフィル� 住宅の建築がニ�ズに対
応できる�
従来の集合住宅が� 構造躯体や設備�内装が一
体となっているため� 住宅を設計したり� リ
フォ�ムをする場合に大きな制約を受ける� これ
に対して SI住宅は� �長期耐用性� が必要とされ

るコンクリ�ト躯体や共用部分の設備などのスケ
ルトン部分と� 居住者の変化に対応できる �可変
性�更新性� が必要とされる内装や住宅内の設備
機器などのインフィル部分が分解できるように

なっているので� 様	なニ�ズに対応できる�
賃貸住宅とまちづくりに特化している都市整備

公団では� 東京�目黒駅前で 500戸近い団地を

KSI �公団 SI� 工法で施工しており� 注目を集め
ている�この先駆的 SI工法は��内装や給排水ガ
ス設備� 電気配線を躯体から明確に分離させるこ
とで� 住戸内部の可変性�更新性を高めたこと�
�排水ヘッダ�を使用し� 配管を住戸外に設置す
ることによってインフィルの更新性を高めたこ

と� �コンクリ�ト強度の増強により� 耐久性の
高い躯体を実現したことによって� 21世紀の住

宅のモデルとして期待されている�

� 未来の省エネルギ�都市 � ニュ�ランド
�NIEUWLAND�

21世紀は人類の生存のため� 持続可能な社会
のためにも �環境の世紀� であるべきである� 小
泉内閣でも規制改革の重点分野のひとつに �環
境� をとりあげている� とくに石油� 石炭などの
化石燃料は 2050年ごろにはほとんどなくなって

しまう� 京都議定書を批准し� 地球環境と共生し
ていくためには日本の果たすべき役割は重い� 日
本は都市化が進み� 都市で大量のエネルギ�を消
費� 費消している� 世界中で都市化が加速される
21世紀にあっては� 都市の進展とエネエルギ�
消費のバランスが厳しく問われている� �図表-2�

12� 国土交通省 
住宅宅地審議会答申� 2001年 8月 16

日�
13� 田中正秀�田中啓一 �リバ�ス�モ�ゲ�ジシステム
の利活用による老朽化マンションの建替え促進と財政効

果� 
会計検査研究� 会計検査院� 第 24号� 2001年 9

月� 85�99ペ�ジ�

図表 2 都市の発展と環境の質と効果の三角関係

出所
 R. Capello･P. Nijkamp, G. Pepping, Sustain-

able Cities and Energy Policies, p. 19.
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未来のエネルギ��省資源のエ�スとして期待
されているのが太陽エネルギ�の利用である� 大
量の石油を消費し� 地球環境を悪化させている自
動車に変わって� ソ�ラ�カ�の開発が進められ
ている� さらに� 太陽エネルギ�の利活用は先進
国� とくにヨ�ロッパを中心に� 単体としての住
宅だけではなく� 街全体の住宅やビルなどがソ�
ラ�を利用する街づくりがはじまっている� その
先駆的なものにオランダのアメルスフォ�ト市の
ニュ�ランド �NIEUWLAND� 地区がある�
アムステルダムへの通勤圏であり� 未来の都市
ということもあって若年層を中心にした街づくり

が 1995年から地元の電力ガス会社によってス

タ�トした� 計画規模の 5�500戸に対し� 年間
800戸平均で建築されている� 住宅と小学校やス
ポ�ツ施設などの公共施設のエネルギ�がソ�
ラ�パネルによる発電で行われている� これらの
住宅の地下にはソ�ラ�の計器が設置されてお
り� 夏の間で蓄積されていた �エネルギ�預金�
を冬の間に使って� 年間では化石燃料に依存せず
にソ�ラ�発電だけで年間のエネルギ�消費をま
かなっている� 平均価格が戸建ての二階建てが
3�000万円台であるが� そのうち 1�000万円前後

がソ�ラ�施設費用である� しかし� 政府が 5年

間にわたって直接� 助成金を出すシステムである
ので� 実質的な個人負担はほとんどない14�� それ
でも �売り家� の案内板が散見する� これは� 転
勤や職場を変える若い住民が多く� 自転車で通勤
可能な 20�以内のところに移住するためである�
環境にやさしい自転車通勤者が急増しており� 自
転車専用道路の建設も公共投資の重点となってい

る� この街が注目されるのは� 太陽光発電だけで
なく� 地球環境と共生していく �サステナビリ
ティ� の理念で� 住宅や道路などの建材もすべて
地球にやさしいものと� 寿命のながいものが利活
用されている�

またロッテルダムの公共図書館の屋根はすべて

ソ�ラ�パネルでおおわれており� 年間を通して
一定の温度に維持されているが� 電気代はほとん
どかかっていない� このような太陽エネルギ�に
大きく依存する街づくりは� 今後も急増していく
ことは必至である� その背景には� エネルギ�制
約がますます顕在化していることがあり� 国際的
な視点からのエネルギ�管理が必要になってきた
ことがある15��
なお� 日本の太陽光発電の設備容量は 98年度

末で 13.3万キロワットである� 世界全体では
39.2万キロワットなので� 実に 30	以上のシェ
アを占めている �2位は米の 10万キロワット� 3

位は独の 5.4万キロワット�� 昭和 50年頃では

ワット当たりのコストは 2万円台であったのが�
現在では 500円台になり� 発電効率も 8	程度
だったのが 20	に向上しており� 技術開発の進
展がさらに期待される16�� 今後は都市の住宅� と
くに集合住宅にもヒ�トアイランド防止のため屋
上緑化の義務づけとともに� ソ�ラ�の付置義務
をつくるなどして省エネルギ�都市形成への一助
とすべきであろう�

� まとめ

�経済大国� としての日本経済の一日も早い再
生は� 国民だけでなく世界から真摯に求められて
いる� 少子高齢社会が本格化し� 経済発展にエネ
ルギ�資源の制約も加わった厳しい環境下の 21

世紀に日本が対応していくためには� �前世紀か
らの後遺症であるデフレ経済から脱出するために

も� 都市の再生をいかに早急に実現していくかと
ともに�� �環境への世紀�である 21世紀にふさ

14� Nieuwland, Het begin van een nieuw leven. Hoonte

Holland, Utrecht, 2000, pp. 34-35.

15� Maraubn, Thilo, Beyond Pollution Control; Energy Ef-

ficiency Instruments in a Liberalised International En-

ergy Market, Rudiger Wolfrum (Ed) Enforcing Environ-

mental Standards: Economic Mechanisms as Viable

Means
, Springer,1996, pp. 301-320.

16� 三澤千代治 �2050年の住宅ビジョン� プレジデント
社� 2001年� 36ペ�ジ�
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わしい社会� 経済� 文化システムの再構築が求め
られてきている�
この 2つのことは� 同時に早急に解決しなけれ
ばならない人類の安寧と日本経済の再生をかけた

課題でもある� この解決のためのキ�ワ�ドが
�都市�であることは言うまでもない�環境をより
高めていくことが地球環境悪化を阻止することに

もなり� 都市を再生することが日本経済の再生に
結びつくことになる� 都市をめぐる環境保全と再
生とは相克のものであってはならず� 共生� 共存
することによってはじめて真の解決が可能とな

り� 日本経済に再び活力を導入することになる�
�日本大学経済学部教授�

�本論文の一部ではこれまで公表してきた拙稿を引用

している�

�本テ�マに関連した主要な弊書等には以下のものが
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1990年�� �新首都
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